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Web版 事業報告書
平成19年3月期　第１四半期

証券コード　9613

平成18年４月１日から平成18年６月30日まで



当四半期における我が国の経済は、企業収益が改

善し、設備投資が増加を続けているなど、景気は着実

に回復を続けております。

情報サービス産業においては、ベンダー間の競争

が激しく、また、お客様によるＲＯＩ重視の姿勢は依

然強いものの、コンピュータシステムの信頼性確保

に関するニーズの高まり、企業業績の回復に伴う堅

調な設備投資により、情報サービス産業市場は緩や

かな伸びが期待されております。

このような状況のもと、当社グループは、お客様満

足度No.1のカスタマーバリューを提供できる企業グ

ループを目指し、「基礎体力の向上に向けた施策」と

して「営業力強化」、「ＳＩ競争力強化」及び「積極的な

新商品・サービスの創造」の３施策と、これらを支え

る「販売管理費の効率的な活用」及び「人財が育つ環

境づくり」の２施策を推進いたしました。

さらに、「成長施策」として、法人分野等における営

業・開発パワーの増強、先進的ソリューション・サー

ビスの開発及び次世代基幹システム構築基盤の開

発・整備について取組を進めました。

＜基礎体力向上に向けた取組み＞
■営業企画室の設置

　お客様満足度調査の結果を踏まえ、ＣＲ（お客様

　営業責任者）が中心となって営業プロセス等の改善

　活動を進めることにより、お客様満足度の向上に努

　めました。さらに、全社的なお客様志向の醸成とそ

　の徹底、お客様からのご要望やクレーム等の一元的

　な集約、営業人材の育成、営業の文化・意識改革の 促

　進等を行う営業企画室を設置いたしました。

■SI競争力強化

　システム開発を効率的に進めるため、プロセスの

　改善・安定化、業務ノウハウの蓄積、及び方式・プラ

ットフォーム技術の整備を図りました。

＜成長施策の取組み＞
■法人分野等における営業・開発パワーの増強

　業務ノウハウやコンサルティングスキルを備え

　た約50名の営業および開発人材を当社グループで

　採用いたしました。

■次世代基幹システム構築基盤の開発・整備

　サン・マイクロシステムズ（株）及び日本ヒューレ

　ット・パッカード（株）と、メインフレーム等のシス

　テムを最適化するマイグレーションにおける協業

　に関して各々と合意いたしました。

事業の概況

当初計画通り順調に進捗
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　　　　　（2006年4月13日発表）

日本版SOX法の法制度化にあたり、自社での米国

SOX法対応の実績およびこれまでのプロジェクト実

績で培ってきた内部統制に有効なサービスやノウハ

ウを体系化し、導入コンサルティングから業務改革

BPR、システムインテグレーション、運用定着まで一

貫した内部統制強化サービスを提供開始しました。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　（2006年5月8日発表）　

地銀共同センターは、NTTデータの次世代バンキン

グアプリケーションであるBeSTAR(ベスタ)を使用し

た地方銀行向け共同利用型センターであり、平成16

年1月より既に4銀行にサービス提供し安定運用して

おりますが、この度、荘内銀行にサービスの提供を開

始しました。これにより、地銀共同センターのサービ

ス利用銀行数は5銀行へと拡大し、次世代機能を有す

る地方銀行向け共同利用型センターとして国内最大

となりました。

　　　　　（2006年6月26日発表）

N T T ファイナンス（株）からN T T ビジネス・ソ

リューション（株）の経営権を譲り受け、同社を通

じて、当社の持つ営業力を活かして、リース業界や

クレジット分野への事業展開を加速します。

４月
内部統制強化を支援する体系的サービスの
提供

健康管理ポータル「クリエイティブヘルス三
健人」サービス開始 （2006年5月8日発表）

生活習慣改善支援サービスとして提供してきた

「三健人2」をリニューアルし、健康管理ポータルサ

イト「クリエイティブヘルス 三健人」(http://

www.creativehealth.jp/)サービスの提供を開始

しました。今回、「健康に良いこと」に応じてポイン

トがたまる「ヘルスポイントサービス」を新たな

サービスメニューとしてラインナップしました。

個人が行う健康増進活動のモチベーションをポイ

ントという形で具体的に提示することにより、健

康増進活動の継続的実施の支援を可能にします。

　

６月
NTTファイナンスの情報サービス子会社NTT
ビジネス・ソリューションの経営権を取得

第１四半期の取り組み（2006年4月～6月）

５月
NTTデータ地銀共同センター
荘内銀行向けサービス開始
～国内最大の５銀行に拡大～

注　米国SOX法(サーベンス・オクスレー法)とは、投資家に対する
企業経営者の責任と義務・罰則を定めた米国連邦法。外国企業で
あっても米国各証券市場で株式公開をした場合には原則として適
用されるため、米国上場日本企業は対応することになりま
した。
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科　　目

　　　

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 損 益

経 常 利 益

純 利 益

受 注 高

○売上高は、金融機関向けアウトソーシン

グサービスや共同利用型システムの売上

増、製造・流通業界向けシステム開発の売

上増、連結子会社の拡大等により増加し

ました。

○売上総利益は、増収に伴う増益影響と

データ通信サービスにおける減価償却

費減の影響などにより増加しました。

○販売費及び一般管理費は、ほぼ前年同期

並みの水準でした。

○営業外損益は、ほぼ前年同期並みの水準

でした。

○受注高は、中央省庁向け大規模システム

の更改受注や金融機関向け個別システ

ム受注等により増加しました。

連結財務リポート

損益計算書と受注の概要

売上高 （億円）

（年度）

経常利益 （億円） 純利益 （億円）

（年度） （年度） （年度）

営業利益 （億円）
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平成1 8 年3 月期
 （平成1 7年度）

第1 四半期

平成1 9 年3 月期
 （平成1 8年度）

第1 四半期

平成1 8 年3 月期
 （平成1 7年度）

通 期
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246 219 1,121

600 621 1,751

△323 △280 △1,220

276 340 531

△407 △207 △313

9,604 10,076 10,563

2,572 2,551 2,719

4,763 5,022 4,957

（単位：億円）　

設 　 備 　 投 　 資

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

フ リ ー・キ ャ ッ シ ュ・フ ロ ー

財務活動によるキャッシュ・フロー

総 資 産

有 　 利 　 子 　 負 　 債

株 主 資 本 等

○設備投資は、公共分野におけるデータ通

信設備の投資減等により減少しました。

○営業活動によるキャッシュ・フローは

利益増等により収入が増加、投資活動

によるキャッシュ・フローは設備投資

の減等により支出が減少したことか

ら、フリー・キャッシュ・フローは増加

しました。

○総資産は、売掛金の回収等により対前

期末比で減少しました。

○有利子負債は、コマーシャル・ペーパー

の償還等により対前期末比で減少しま

した。

○株主資本等は、純利益等により対前期

末比で増加しました。

注：有利子負債とは、社債・借入金及びCP
（コマーシャル・ペーパー）です。

総資産 （億円） 有利子負債 （億円） 株主資本等 （億円）

（年度） （年度）
注：株主資本等は株主資本と評価換算差
額等の合計です。

第1四半期 第1四半期 第1四半期

（年度）
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科　　目
平成1 8 年3 月期
 （平成1 7年度）

第1 四半期

平成1 9 年3 月期
 （平成1 8年度）

第1 四半期

平成1 8 年3 月期
 （平成1 7年度）

通 期



NTTデータは、小学生向け社会学習イベント"ふれ

てみよう、さわってみよう『夏休みこどもIT体験』"を

今年も開催しています。

平成16年からスタートしたこのイベントも今年で

3回目を迎え、今年もこれからの社会を担うこども達

に、パソコンをつかったお絵かきやゲームなどを通

じてITの楽しさを実感したり、ICタグや携帯電話を

つかったしくみ、子どもを守るITのしくみなどにふ

れることで、生活を豊かにするしくみとしてのITを

身近に感じたりできるような内容を、ツアー形式で

紹介していきます。

ふれてみよう、さわってみよう
『夏休みこどもIT体験』イベント開催

TOPICS

パソコンでお絵かきして、自分だけのカレンダーをつくろう！

お絵かき教室「水彩」
本物の水彩画と同じような感覚でパソコンの画

面上に絵を描くことができます。1人1台のパソコン

を使って、オリジナル作品を作ります。

お買い物をする時、どんな人がいつ作ったのかがわかると

安心なんだけど･･･

無線ICタグ
無線ICタグのついたいろいろな商品をリーダ

にかざし、商品独自の情報を映像でみることが

できます。またタグを利用した一括管理などを

ご紹介します。

携帯電話＆ICカード
携帯電話やICカードで駅の自動改札機を通

る、バスに乗車する、自動販売機でジュースを買

うなどのデモンストレーションを通して、携帯

電話やICカードの可能性を実感できます。

いつも持っている携帯電話。
もっとイロイロ使えるといいな･･･

詳細はこちらからもご覧いただけます。
http://www.nttdata.co.jp/summer2006/index.html
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三宅島の復興をＩＴで応援
「みやけエコネット」2006年度の新展開

三宅島の自然を全国に発信し、インターネット上

のコミュニティサイトを通して島の復興を支援する

「みやけエコネット」(http://www.miyake-eco.net)

が観光シーズンに向けて、大幅にリニューアルしま

した。ポッドキャスティングの映像配信、アルピニス

トの野口健さんやイラストレータのさかなクンによ

るエコツアー体験記など楽しい情報が満載です。

みやけエコネットとは
みやけエコネットは、みやけエコネット・プロジェ

クト、東京都三宅村、(財)日本野鳥の会、NTTデータが

連携して開設した三宅島復興のための情報発信ウエ

ブサイトです。NTTデータは社会貢献の一環としてシ

ステムを提供し、三宅島の復興をITの面から応援し

ています。噴火後の移り変わる自然情報を地図型ブ

ログで発信するなど、地域活性化のためのインター

ネットサイトとしても注目されています。

(注)　ポッドキャスティング
　インターネットで音声や映像番組を配信する仕組みで「iPod」と「ブロードキャスティング」を組み合わせた造語。2005年
6月に米アップルコンピュータが「iTunes」を通じて「iPod」に簡単に転送できるようにしたことで急速に広まりました。一
度登録すると新番組を自動的にダウンロードしてくれます。
　iPodおよびiTunesは、米国およびその他の国で登録されているアップルコンピュータ社の商標です。

ポッドキャスティングの映像配信実施
インターネットで配信するポッドキャスティング

の動画配信を実施しています。三宅島の自然情報や

観光情報を楽しい番組としてお届けしています。更

新は週に一度(月曜日)、閲覧・配信は無料です。

■提供するコンテンツ

・天然記念物満載のバードウオッチング情報

・黒潮の北限となる三宅島の温帯と熱帯のサカナ

　  やサンゴを見ることができるダイビング情報

・島の文化・歴史・伝統芸能などの紹介

・宿泊から飲食までの観光情報　など

動画は、iPod(写真)やパソコンで閲覧できます
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NTTデータでは、株主のみなさまとの相互理解を促進するため、
コミュニケーションを大切にしたいと考えています。

○第18回定時株主総会のご報告
2006年6月22日（木）午前10時より、東京都江東区の

ホテル イースト21東京「イースト21ホール」におい

て、第18回定時株主総会を開催いたしました。当日は

大変多くの株主の皆様にご出席を賜り厚く御礼申し

上げます。

総会では、監査役の報告を経て、NTTデータグルー

プ連結業績をナレーションと画像にて説明後、「利益

処分案」、「定款変更」等５議案が上程され、質疑応答

に移りました。ご質問や貴重なご意見を頂戴した後、

採決に移り、すべての議案が承認・可決され、閉会い

たしました。

○当社の様々な活動や最新ニュースを
　提供する「ホームページ」のご案内
当社のホームページでは、財務情報などの投資関

連情報をはじめ様々な情報を満載しています。

平成19年3月期 第1四半期財務・業績の概況

http://www.nttdata.co.jp/corporate/ir/

financial_data/1qbsr/index.html

８月１日に公開した第1四半期の財務・業績の概

況をご覧いただけます。

2007年3月期第1四半期　会社説明会資料

http://www.nttdata.co.jp/corporate/ir/pre-

sentation/index.html

８月１日に実施した会社説明会の模様を動画で

ご覧いただけます。会社説明会関連資料（PDF形式）

と質疑応答模様（HTML形式）もあわせてご覧いただ

けます。

アニュアル・レポート

http://www.nttdata.co.jp/corporate/ir/

financial_data/ar/index.html

当社の経営戦略や施策の取組み状況などを詳細

に記載したアニュアル・レポート2006が完成しま

した。ぜひ、ご覧下さい。

株主コミュニケーション
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○よくあるお問い合わせ

Q: 郵便振替支払通知書を紛失してしまいました

　　が、どうすればよいのですか？

A: 郵便振替支払通知書を紛失されましても、一

　　定のお手続きにより、配当金をお支払すること

　　ができます。詳しくは住友信託銀行までお問い

　　合わせください。

Q: 郵便振替支払通知書の支払い期間が過ぎてしま

　　いましたが、どうすればよいのですか？ 

A: 期間経過後の郵便振替支払通知書を住友信託銀

　　行の本支店の窓口にお持ちいただければ、直接配

　　当金をお受け取りになることができます。また、

　　郵送でもお取り扱いできますので、郵便振替支払

　　通知書の表面の「受領者印章」欄にお届出印を押

　　印し、裏面に受取方法等をご記入の上、下記のお

　　問い合わせ先までお送りください。郵便振替支払

　　通知書は支払開始日より3年間有効です。　

■お問い合わせ先　　　
　

　　住友信託銀行株式会社　証券代行部
   ☆郵便物送付先 　　  〒183-8701　東京都府中市日鋼町1番10

   ☆受付フリーダイヤル 0120-176-417

弊社では、配当金を安全かつ確実にお受取いただくために、配当金の銀行又は郵便局への口座振込扱いを

おすすめしております。

詳しくは住友信託銀行までお問い合わせください。

配当の受取方法に関するお問い合わせについてご案内します。
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商　　　号 株式会社エヌ・ティ・ティ・データ
本　　　社 〒135-6033 東京都江東区豊洲三丁目3番3号　豊洲センタービル

電話：（03）5546-8119（IR室）
URL：http://www.nttdata.co.jp/

設立年月日 1988年（昭和63年）5月23日
資　本　金 142,520百万円（平成18年3月31日現在）

◎　株　主　メ　モ　◎
決算期 3月31日
定時株主総会 6月
株主確定日
　定時株主総会・ 3月31日
　期末配当
　中間配当 9月30日

株主名簿管理人 大阪市中央区北浜四丁目5番33号
住友信託銀行株式会社

同事務取扱所 東京都千代田区丸の内一丁目4番4号
住友信託銀行株式会社　証券代行部

同取次所 住友信託銀行株式会社　全国本支店

手数料
　名義書換手数料 無料
　新券交付手数料 新たに発行する株券に係る印紙税相当額および消費税相当額

上場取引所 東京証券取引所市場第一部

公告掲載新聞名 日本経済新聞

証券コード 9613

お知らせ
■ 住所変更・配当金振込指定書等の用紙を下記の方法で請求できます。
［ご請求できる用紙］　変更届（住所、印鑑、姓名等）、配当金振込指定書、買取請求書、名義書換請求書
☆郵便物送付先 住友信託銀行株式会社　証券代行部

〒183-8701　東京都府中市日鋼町1番10
☆受付フリーダイヤル 0120-175-417（住所変更など用紙のご請求）

0120-176-417（その他ご照会）
☆インターネットによるご請求先 http://www.sumitomotrust.co.jp/STA/retail/service/daiko/index.html

　  * 株券等保管振替制度ご利用の方は、お取引口座のある証券会社へご照会ください。

　　
株式事務のお問い合わせは

電話：01 2 0 - 1 7 6 - 4 1 7
住友信託銀行株式会社　証券代行部


